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2022年 11月 17日 

各  位   
会 社 名 生 化 学 工 業 株 式 会 社  
代表者名 代表取締役社長 水 谷    建 
 (コード番号 4548 東証プライム) 
問合せ先 取締役 上席執行役員 秋 田 孝 之 
 (TEL：03-5220-8950) 

 

 

新中期経営計画（2023年 3月期～2026年 3月期）の策定に関するお知らせ 
 

生化学工業株式会社（本社：東京都千代田区、以下、当社）は、2023年 3月期を起点とす

る 4ヵ年の中期経営計画を策定しましたので、下記のとおりその概要をお知らせします。 

記 

１． 前中期経営計画（2020年 3月期～2022年 3月期）の総括 

当社は、2020年 3月期から 3ヵ年を「再び成長軌道を描くための基盤強化の期間」とし

て、①新たな収益の柱となる新薬開発の加速、②製品の市場拡大による収益基盤強化、③生

産性向上のための改革の 3つの重点施策に取り組んでまいりました。新型コロナウイルス感

染症拡大という不測の事態に見舞われたことから、国内外の市場停滞や研究開発活動の遅延

などの影響を受けましたが、開発パイプラインの進展、日本や米国等での新製品の上市、ダ

ルトン ケミカル ラボラトリーズ インク（カナダ）の子会社化による収益モデルの多角化

など、それぞれの重点施策において一定の成果をあげました。また、すべての数値目標につ

いても達成し、この 3ヵ年において次期中期経営計画につながる基盤が整備できたと考えて

います。 

 

２． 新中期経営計画（2023年 3月期～2026年 3月期）の概要 

(1) 新中期経営計画策定の背景 

当社を取り巻く事業環境は、国内医薬品の薬価引き下げ、海外市場における制度変更、

新薬開発の高度化や開発コストの増大、医療技術の革新など、医薬品業界の急速な変化に

より不透明な状況が継続していくと捉えています。また、社会の持続的発展と企業価値向

上に向け、サステナビリティ推進をはじめとした社会的責任を果たすことの重要性が高ま

り、それらへの対応が急務となっています。 

当社は、このような環境下において、2023年 3月期からの 4ヵ年を「成長を実現する期

間」として定め、本中期経営計画を策定いたしました。前中期経営計画期間に強化した基

盤のもと各重点施策を推し進めることで、持続的に成長軌道を描くための実力を養い、最

終年度には過去最高の業績達成を目指します。 
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(2) 重点施策 

当社が持続的に成長軌道を描くための実力を養うべく、次の 5つの重点施策に取り組み

ます。 

 

① 独自の創薬技術を活かした研究開発の加速 

当社が保有する GAG※に関する基盤技術を応用展開することで、既存領域における新

規開発テーマや新規疾患領域を含む革新的な研究テーマの創出に注力し、アンメットメ

ディカルニーズを中心とした患者の方々が真に必要とする新薬の創製を目指します。ま

た、これらの成功確度を高め、早期進捗を図るために各種アライアンスを推進します。

同時に既存パイプラインを着実に進展させ、腰椎椎間板ヘルニア治療剤 SI-6603の米国

における承認取得及び上市、ドライアイ治療剤 SI-614の米国第Ⅲ相臨床試験の終了、

癒着防止材 SI-449の国内承認取得及び米国での臨床試験開始を目指します。 

※ GAG：グリコサミノグリカン。複合糖質の構成成分のひとつ（ヒアルロン酸やコン

ドロイチン硫酸等）。 

② 腰椎椎間板ヘルニア治療剤 SI-6603の製品価値最大化 

腰椎椎間板ヘルニア治療剤 SI-6603の米国における承認取得及び上市を実現するため

に、カナダに設立したセイカガク ノース アメリカ コーポレーションを最大限に活用

し迅速かつ確実な承認申請、審査対応を行います。また、販売提携先との密な連携のも

と販売準備を進め、医療現場への早期浸透による製品価値の最大化を図ります。 

③ 関節機能改善剤の事業価値維持・向上 

主力である国内関節機能改善剤市場において当社製品のプレゼンスを強化し、経営を

支える基盤製品としての事業性の維持・向上に努めます。国内医薬品は薬価引き下げの

影響を大きく受けることから、原価構造の改善が不可欠であり、安定供給継続のために

も製品資材の仕様変更や製造工程の効率化等をさらに進めてまいります。また、関節機

能改善剤ジョイクルの安全性情報等の収集及び提供を継続するとともに、臨床研究の結

果をもとに適切な処方への貢献を目指してまいります。 

④ グローバル生産体制の構築 

海外子会社ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インク（カナダ、トロント）と当社

高萩工場（日本、茨城県）の 2拠点化を図ることで、適切かつ効率的な製造体制のもと

安定供給のさらなる強化を図ります。 

⑤ 遺伝子組換え技術による LAL事業の拡大 

海外子会社アソシエーツ オブ ケープ コッド インクとの連携のもと、遺伝子組換え

エンドトキシン測定用試薬パイロスマート ネクストジェンを活用し信頼できる科学的

データの蓄積や遺伝子組換え技術を活かした新たな診断薬の開発促進に取り組むととも

に、関連企業との協働による測定機器やソフトウェアの開発・改良などを行うことで、

新たな価値の創造を目指します。 

 

また、上記の 5つの重点施策を実行するうえで、社員エンゲージメントの向上や組織強

化・人材育成は経営の基盤となる重要な要素となります。事業の中核である人材の育成

や、成長を促進する環境を醸成するための投資を積極化させ、持続的な成長を実現するた

めの基盤強化・改善を図っていきます。 
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(3) サステナビリティ 

当社は、社会の持続的発展と企業価値向上に向けて、優先的に取り組むべき重要課題とし

て 6つのマテリアリティを特定しています。本中期経営計画の重点施策のベースとなるこれ

らのマテリアリティに引き続き注力し、医療関連事業の発展に加え、ESG（環境・社会・ガ

バナンス）への取り組みを強化するとともに、サプライチェーンやステークホルダーの皆さ

まとの十分なコミュニケーションによる、社会的課題の解決を目指します。 

マテリアリティ及びサステナビリティに関する取り組みの詳細につきましては、当社ウェ

ブサイト（https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability.html）をご覧ください。 

 

(4) 数値目標 

 2022年 3月期実績 2026年 3月期目標 

売 上 高 348億円 400億円 

営業利益 44億円 70億円 

≪前提条件≫ 

① 腰椎椎間板ヘルニア治療剤 SI-6603の米国上市 

② 国内関節機能改善剤の収益拡大 

③ 海外医薬品及び LAL事業の拡大 

④ 研究開発費は対売上高比率（ロイヤリティー除く）25%目途 

⑤ 為替レート：対米ドル 135円 

 

(5) 利益配分の基本方針 

新中期経営計画に合わせ、以下のとおり新たな利益配分の基本方針を策定いたしました。 

＜利益配分の基本方針＞ 

当社は、持続的な利益成長と企業価値の向上が、株主の皆さまとの共同の利益に資すると

考えています。重要な経営課題のひとつである株主の皆さまへの利益還元につきましては、

1株当たり年間 26円を基本としつつ、業績動向及び財務状況等を勘案のうえ、増配を検討し

てまいります。なお、今後の事業展開や総還元性向を考慮しながら、自己株式の取得を適宜

検討いたします。 

また、収益基盤の強化や資本効率の向上を図るために、新たな価値創出に向けた研究開

発、生産体制整備及びサステナブル活動に対する効率的かつ積極的な事業投資のほか、将来

の成長やシナジー効果が見込める戦略投資にも機動的に取り組んでまいります。 

中期経営計画の詳細につきましては、当社ウェブサイト（https://www.seikagaku.co.jp/

ja/ir/management/midtermplan.html）をご覧ください。 

以 上 

本件に関するお問い合わせは次にお願いします。 

生化学工業株式会社 総務部 コーポレートコミュニケーション担当 

E-mail：ir@seikagaku.co.jp   TEL：03-5220-8950 

＜注意事項＞  
このプレスリリースには、経営戦略、業績見通し等の将来に関する記述を含んでいます。これらの

記述は、生化学工業株式会社が現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づいており、リスク

や不確実性を含んでいます。実際の結果等は、様々な要素によりこれらの記述と大きく異なる可能

性があります。また、このプレスリリースに含まれている医薬品等（開発中のものを含む）に関す

る情報は、宣伝広告、医学的アドバイスを目的としているものではありません。 


